
制定 :平成 27年 6月 8日

特定非営利活動法人日本地雷処理を支援する会

役員報酬規程

(総則)

第 1条 この規定は、特定非営利活動法人日本地雷処理を支援する会の定款第

17条第 3項に基づき、役員に対する報酬の支給に関して基本的事項を

定める。

(報酬 )

第 2条.役員の報酬は支給しない。ただし、必要が生じた場合は総会の議決を

経て、報酬を支払うことができる。

(改廃)

第 3条 この規程の改廃は、総会の議決を経て行う。

附則 この規定は、平成 27年 6月 8日 から施行する。
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特定非営利活動法人

日本地雷処理を支援する会

職員給与規程



(目 的)

第 1条 この規程は、就業規則第 24条に基づき本部採用職員 (以下 「職員」という。)の

給与に関する事項を定めたものである。

(適用範囲)

第 2条 この規程は、職員に適用する。ただし、パー トタイム職員の給与に関し必要な事

項については、別に定めるところによる。

2 現地代表と雇用契約を締結 した現地で勤務する職員 (以下「現地職員」という)

に対 しては、本規程を準用 し、細部は現地代表が定める。

(給与の定義)

第 3条 この規程で給与とは、労働の対価 として職員に支払われるものをいい、給与の種

類は次の通 りとする。

(1)基本給

(2)通勤手当

(3)時間外手当

(4)休 日勤務手当

(基本給 )

第 4条 職員の基本給は月給制とし、細部は別紙に基づき、本人の職務内容、経験、技能、

年齢等を考慮 して各人ごとに決定する。

2 採用時の給与は、労働条件通知書で明示する。

(通勤手当)

第 5条 通勤手当は、通勤のため交通機関等を利用 し、その運賃を負担することを常とす

る職員に支給する。

2 支給する額は、交通機関の発行する6ヶ月の定期乗車券に要する額を基準とする。

3 現住所から本部までの距離が 1.5 km未満の場合は、交通費は支給しない。

4 現住所から鉄道の最寄駅までの距離が 1.5 km未満の場合は、その最寄駅までの

交通費は支給しない。

5 次の事由が発生した場合は、通勤手当を返納するものとする。返納の額は、使用

されるべき通用期間の定期券の運賃等の払い戻 しを事由の発生月の末日にしたも

のとして得られる額とする。

(1)退職

(2)出張、休暇、欠勤その他の理由により月の 1日 から末 日までの全 日数にわたつて

通勤 しないこととなる場合

6 細部は個別の契約に当たり理事長が定める。

(給与の計算期間)

第 6条 給与計算期間は、毎月 1日 から末日までとする。
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(給与の支払日)

第 7条 給与は、毎月 25日 に支払う。但し、支払日が、土曜日・ 日曜日 0祝 日のときは

直前の平日に支払う。

(給与の支払方法)

第 8条 給与は、職員が指定した本人名義の預貯金口座へ振り込むことによつて支払う。

但し、職員が希望した場合は、通貨によつて直接本人に支払う。

2 日座振り込みを希望する職員は、所定の手続きにより、給与の振り込みを受ける

預貯金の日座を本会に届け出なければならない。

3 日座振り込みにより給与を支払う場合、本会は給与支払日の午前 11時に払い出

しができるように処理するものとする。

(給与からの控除)

第 9条 給与の支払に当たって、次に掲げる各号のものを控除する。

(1)給与所得税及び住民税

(2)健康保険、厚生年金保険、雇用保険、介護保険の保険料

(休暇等の給与)

第 10条 就業規則で規定する年次有給休暇及び特別休暇期間は、所定勤務時間を勤務し

たときに支払われる通常の給与を支給する。

(欠勤等の給与)

第 11条 欠勤、遅刻、早退及び勤務中における私用外出 (以下「欠勤等」という。)の時

間については、 1時間あたりの給与額 (基本給)に、 1月 における欠勤等の合

計時間を乗じた額を差し引くものとする。

(日 割単価・時間単価の計算)

第 12条 月の中途採用、退職等において日割単価により給与を支払うときは、次の計算

要領により基本給、通勤手当をそれぞれ算出して支払う。

基本給 (通勤手当)月 額×その月の勤務日数÷その月の日数から就業規則第 1

6条で規定する休日 (以下「JMAS休 日」という。)を除した日数

2 欠勤等において時間単価により給与を減額するときは、次の計算要領により算

出した金額を減額して支払う。減額の対象となる給与は基本給のみとする。

時間単価=基本給月額×12÷ (365日 一その年度のJMAS休 日数)÷ 8

時間

3 前項の計算において、円位未満の端数が生じた場合には、その端数を切 り捨て

るものとする。

(時間外・休日勤務手当)

第 13条 次の場合は、時間外労働・休日労働として法令の定めるところにより支給する。

(1)1日 8時間又は 1週 40時間を超えた場合

(2)休日の振替によることなく、法定休日に労働させた場合



(非常時払い)

第 14条 本会は、次に掲げる各号のいずれかに該当する場合の費用に充てるため、職員

の請求により給与支払日前であっても給与計算期間のうち既に働いた日数の給

与を速やかに理事長の認めるところにより支払うことができる。

(1)職員の出産、疾病に伴 う費用及び災害を受けた場合の費用

(2)職員の収入によって生計を維持する者が出産し若しくは疾病にかかり、又は

災害を受けた場合の費用

(3)職員若しくはその収入によって生計を維持する者が結婚し、又は死亡した時

の費用

(4)職員若しくはその収入によって生計を維持する者が、やむを得ない事由によ

り1週間以上にわたって帰郷する場合の費用

(5)前各号のほか、やむを得ない事情があると理事会が認めた場合の費用

(退職時の給与の支払)

第 15条 職員が退職又は死亡した場合の当該給与期間の給与について第 7条の規定にか

かわらず、本人又は遺族から請求があった場合には、未払いの給与を7日 以内

に支払うことができる。

(遺族の範囲)

第 16条 死亡退職により給与を支払う場合の遺族の範囲及び順位は、労働基準法施行規

則第42条から第45条における相続権者及び相続順位とする。

(業務上疾病等による休業の取扱い)

第 17条 業務上の傷病又は通勤災害により休業した者は、労働基準法及び労働者災害

補償保険法の定めによって保険給付を受けるものとする。

2 その他本規程に定めのない事項については、各関係法令の例により理事会が

これを定める。

(昇給)

第 18条 職員の年次昇給は、実施しない。契約を更新する場合の新たな給与は、就業規

則第 6条による雇用契約書をもってこれを定める。

(賞与)

第 19条 賞与は、支給しない。

(退職金)

第 20条 退職金は、支給しない。
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附則

1 この職員給与規程は平成 28年 3月 3日 から施行する。



別紙

給 与 基 準

1 基本給 (本部採用職員)

単位 :円

注 1:1級・ 2級は事務系職員に適用 し、支給額は本人の職務内容、経験、技能、

年齢等を考慮 して決定する。

注 2:3級 04級は専門職職員に適用 し、支給額は本人の保有特技、現地の環境及

び作業の危険度等を考慮して決定する。

等級 1級 2級 3級 4級

号俸 月額 月額 月額 月額

１

一 178,100 237,300 340,500 448,800

2 186,000 245,700 350,200 460,200

Ｒ

） 194,000 254,200 359,800 471,300

4 203,500 262,800 369,400 482,400

Ｆ
Э 213,700 271,600 379,000 504,100

０^ 222,000 280,800 388,600 514,100

７

・ 229,500 289,800 397,700 523,400

8 236,800 298,700 406,400 530,100

Ｑ

） 241,700 307,500 415,000 536,900

10 316,200 423,600 557,400

11 324,800 432,200 577,900

12 333,200 440,500 598,400

13 341,600 448,400 618,900

14 349,800 455,500 639,400

15 357,800 461,300 660,000



等級 1級 2級 3級 4級

号俸 月 額 月 額 月 額 月 額
■
■ $40.00 $150.00 $500.00 $1,200.00

2 $50.00 $200.00 $530.00 $1,500.00
Ｒ

） $60.00 $230.00 $550.00 $1,700.00

4 $70.00 $250.00 $600.00 $2,000.00
Ｆ
Э $80.00 $280.00 $650.00 $2,200.00
ハ
０ $90.00 $300.00 $700.00 $2,500.00
７

， $100.00 $330.00 $750.00 $2,700.00
Ｒ

） $350.00 $800.00 $3,000.00
Ｑ

） $380.00 $850.00 $3,500.00

10 $400.00 $900.00 $4,000。 00

11 $430.00 $950.00 $4,500.00

12 $450.00 $1,000.00 $5,000.00

2 基本給 (現地職員)

単イ立:USドル

注 1:外国人スタッフは、職務内容、経験、技能、年齢等の他、当該国の給与体系

を考慮 して決定する。

注 2:日 本人スタッフは、本人の能力、特技及び職務内容を考慮 して決定する。

3 専門職職員 (日 額を基礎として定める場合)

単位 :円

等級 日額
１
■ 17,000
９
“ 20, 000
（
６ 22, 000
4 25, 000
Ｆ
Э 27,000
ρ
０ 30, 000
７

・ 35, 000

8 40,00o
Ｑ
υ 45,00o

10 50, 000
注 :支給額は本人

する。

の保有特技、現地の環境及び作業の危険度等を考慮 して決定



書式第17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

法 人 名
特定非営利活動法人
日本地雷処理を支援する会

事業年度 令和 2年 4月 1日  ～ 令和 3年 3月 31日

1資金に関する事項 [①収入金額の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利
活動促進法施行規則第32条2第 1項各号に対応しています。以下同じです。

2資産の譲渡等の内容に関する事項[②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

(1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

(3)その他

該当なし

収 益 源 泉 の 内 訳 金 回

受取会費 4,569,000円

受取寄附金 47,855,275円

受取助成金等 321,025,590円

事業収益 0円

受取利息収益 175,592円

為替差益 7,022,472 円

雑収益 291,060円

△
日 計 380,938,989円

」土
:日 入 先 金    額

該当なし 円

円

円

△
日

円

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金

該当なし 円

円

条  件  等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料  金 条  件  等

該当なし 円

円

(3)役務の提供に係る料金及び条件等

役 務 の 提 供 の 内 容 料  金 条  件  等

該当なし 円

円



3取引の内容に関する事項

[③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取
引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ第一順位
から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

(1)収益の生じる取引の上位5者

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額

321,025,590円

45,100,000 円

500,000円

取 引 内 容 等

国庫補助金

(地雷・不発弾処理等事業費)

指定寄付金
(カンボジア・ラオス事業)

寄付金

寄付金250,000円

150,000円 寄付金

(2)費用の生じる取引の上位5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産含む。)

資産の貸付け(金銭の貸付けを含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

87,524,530円

13,268,564円

カンボジア地雷・不発弾
処理事業費

ラオス・クラスター子弾機

械化処理事業費

9,582,472 円
卜借料

現地業務委託費
6,551,718円

6,179,638円
ミクロネシア事業

現地業務委託費

取引先の氏名等
法

関
住所又は所在地

譲 渡

年月日
譲渡価格 譲渡資産の内容等

該当なし 円

円

円

1先の氏名
固

貸 付

年月日

円

円

円

該当なし

住所又は所在地 対価の額 貸付資産の内容等

つ

“

ロ



ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関 係
住所又は所在地

役務の提供

年月日
対価の額 役務提供の内容等

2。 4.1

～3.3.31
4,851,600円

カンボジア事業
現地業務委託費

2.4。 1

～ 3.3.31
4,034,796 円

ンボジア事業
現地業務委託費

2.4。 1

～ 3。 3.31
4,772,400 円

カンボジア事業
現地業務委託費

2.4.1
´ヽ́ 3.3.31

2,591,830円
カンボジア事業
現地業務委託費

2.4.1

～ 3.3.31
2,003,760 FI]

カンボジア事業
現地業務委託費

2。 4.1

～3.3.31
3,993,876 F:]

ス事業

2.4.1

～3.3.31
5,380,800 円

ス事業
現地業務委託費

2。 4。 1

～3.3.31
4,023,000 円

ラオス事業
現地業務委託費

2.4.1

～ 3.3.31
6,551,718円

パラオ事業

2.4.1

～3.3.31
5,768,286 円

ラヾオ事業
現地業務委託費

2.4。 1

～3.3.31
6,147,770円

現地業務委託費

2.4.1

～3.3.31
5,596,938 円

パラオ事業

2.4.1

～ 3.3。 31
4,730,727 円

ラヾオ事業
現地業務委託費

2.4.1

～3.3.31
5,533,388 円

パラオ事業
現地業務委託費

2.4.1

～ 3.3.31
5,378,374 円

パラオ事業

2.4。 1

～ 3。 3.31
6,179,638円

ミクロネシア事業

現地業務委託費

2.4。 1

～ 3.3.31
5,478,523 円

パラオ・ミクロネシア事業

現地業務委託費

2.4.1

～3.3.31
5,354,702 円

ロネシア事業

2.4.1

～ 3.3.31
3,370,837 円

カンボジア・ラオス事業

本部業務委託費

2.4.1
´ヽ′3.3.31

3,304,960 円
カンボジア事業
本部業務委託費

2.4。 1

～ 3。3.31
3,143,847円

ンボジア事業

2.4.1

^V3.3.31
965,000 円

カンボジア事業
本部業務委託費

2.4。 1

～ 3.3.31
3,675,925 円

ラオス事業
本部業務委託費

2.4。 1

^V3.3。 31
1,185,024円

くラオ事業

う
０



取引先の氏名等
法人との

固 係
住所又は所在地

年月日
対価の額 役務提供の内容等

2.4。 1

～ 3。3.31
3,384,688 円

2.4.1

～ 3。 3.31
1,151,843円

ロネシア事業

2.4.1

～ 2.5。22
433,067 円

2.5。23

～3.3.31
2,989,093 円

ミクロネシア事業

2.4。 1

～3.3.31
1,251,500円 本部業務委託費

3.1。 12

～3.3.31
142,342 円 本部業務委託費

4寄附者に関する事項

[④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以

上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

氏 名 寄付金額 受領年月日

該当なし 円

5給与の総額等に関する事項

[⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を得 た 従 業 員 の 総 数 左 記 の 従 業 員 に 対 す る給 与 総 額

42 名 35,865,819円

6支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称 所  在  地 支出した寄付金額

該当なし

合  計

円

円

円

４

ェ



7海外への送金等に関する事項

[⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日]

実 施  日

令和2年5月 8日

使 途 金    額

カンボジア(SVCOFMS)事業における現地活動資金 37,593,500 円

令和2年5月 25日 ラオス事業における現地活動資金 286,500円

令和2年6月 24日 カンボジア事業における現地活動資金 258,900円

令和2年6月 25日 ラオス事業における現地活動資金 223,500円

令和2年7月 22日 ラオス事業における現地活動資金 193,500円

令和2年8月 25日 ス事業における現地活動資金 193,500円

令和3年9月 25日 ス事業における現地活動資金 193,500円

令和2年 10月 1日 カンボジア(PCD)事業における現地活動資金 2,189,121円

令和2年 10月 23日 ラオス事業における現地活動資金 193,500円

令和2年 11月 13日 ラオス事業における現地活動資金 326,700円

令和2年 11月 25日 カンボジア事業における現地活動資金 258,900円

令和2年 12月 1日 ラオス事業における現地活動資金 (ドル送金) 30,000ドル

令和2年 12月 9日 ラオス・クラスター子弾機械化処理事業における現地活動資金 2,457,910円

令和2年 12月 17日 ンボジア事業における現地活動資金 2,000,000円

令和2年 12月 25日 ラオス事業における現地活動資金 219,576円

令和3年 1月 25日 ラオス事業における現地活動資金 223,500円

令和3年 1月 26日 カンボジア事業における現地活動資金 395,300円

令和3年2月 17日 ンボジア事業における現地活動資金 4,929,820円

令和3年 2月 26日 カンボジア(CMD)事業における現地活動資金 4,573,664円

令和3年2月 26日 ラオス事業における現地活動資金 223,000円

ｒ
Ｏ



書式第 7号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) (初ヨ∋

チェック欄特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会法人名

′
3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

{1}役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

各欄の人数等は、第 3表付表‐1『役員の状況」から転配してくださしヽ

イ

(注 1)

0主 2) ③l及d〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②÷◎ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤

区 分

③ 2年 4月 1日 ～3年 3月 31日
20人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

llLr

lrrlr\i

(週目『1口⊃

・ 認定基準等チエック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても配載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
日
【 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい

いいえ

はい

いいえレ`

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の設 び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

はい はい

いいえいいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえいいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。① 有。無 有 。無 有 。無 有・無 有・無 有 。無

第3表 (次ヨD

鮭意申Q
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出1書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ 3

注 意 事 項記 載 要 領項    目

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [はしさ』_

1■」
`⊇

』_し1!生」髪含」≦」」墨E資]塾]墾』露[生杢

付し玉くださ堕L
②  「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した盪全墜は、第3表付表21堕園聾

じて行っている」0) rl*L\t r: rot

区分欄の「①～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝0第○条に『各正会員の表決権は、平

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①りについては、イに記載する各期間

(「③」から「①」)を示したものです。

イの各欄

口の各欄

)\o)FJfil

と規定」のよ等なもの

該当する一方を「○」で囲みます。

なぉ、「③」から口①」については、イに記載する各期間
二の各欄

(「③」から を示したも

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認1定を受けることはできま・せん。



書式第8号 (法第44条 051条・25条関係)

第3表付表 1

役 員 の 状 況

③法人名
特定非営利活動法人
日本地雷処理を支援する会

⑮ ◎ ① ◎ 申請時

役 員 数 20 人 人 人 人

人 人

人 人

人 人

0人 人 人 人

0人 人 人 人 人

人

人

①

氏  名 住    所 職名
③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

年 月 日

平成15年 7月 1日 就任

土居 岩生 理事 ○

平成18年 6月 22日 就任

石川 由喜夫 ○

平成19年 7月 1日 就任

池川 志員夫 ○

平成24年7月 1日 就任

塚田 章 理事 ○

平成24年7月 1日 就任

森田 良行 ○

安部 隆志 理事 ○

平成25年7月 1日 就任

令和2年 5月 18日 辞任

平成25年7月 1日 就任

福田 敏 ○

平成26年 11月 26日 就任

加瀬 勝一 理事 ○

平成27年4月 1日 就任

立花 尊頴 ○

○藤井 貞文 理事

平成28年4月 1日 就任

○

平成28年4月 15日 就任

村田 裕成

役 員 の 内 訳



役 員 の 内 訳

住    所 職名
③ ⑮ ◎ ① ◎ ①

就任・退任

月 日

平成30年4月 1日 就任

理事 ○道幸 孝久

平成30年5月 16日 就任

鈴木 純治 理事 ○

平成30年5月 16日 就任

末次 富美雄 ○

平成31年4月 10日 就任

大塚 正行 ○

平成31年4月 24日 就任

浦野 邦子 理事 ○

令和1年8月 2日 就任

岩崎 親裕 ○

令和2年 3月 25日 就任

岸川 公彦 理事 ○

砂本 信幸

松村 五郎 監事

○

○

令和3年2月 17日 就任

平成29年6月 30日 就任

江口 直也 ○

令和1年 7月 1日 就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつてはも法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳
会計ソフト (ソ リマチ)使用

ルーズリーフ
月毎 7年

仕訳帳

現金出納帳

預金出納帳

固定資産台帳

会計ソフト (ソ リマチ)使用

ルーズリーフ
月毎 7年

7年

7年

7年

7年

7年

エクセル及び会計ソフト (ソ リ

マチ)使用

ルーズリーフ

都度

エクセル及び会計ソフト (ソ リ

マチ)使用

ノレーズリーフ

都度

エクセル使用

ノレーズリーフ
年 1回

棚卸資産台帳

給与台帳

エクセル使用

ルーズリーフ
都度

エクセル使用

ルーズリーフ
月 1回

書式第 9号・
(法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第 3表付表 2

(記載|ヨD
・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝頭し、「出麺 、「振替伝票」、!職出納藤む、「総勘定元帳」などのように配載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、町レーズリーフ」、「装¬眼簿」などのように記載します。

『記帳の時期」欄は、l職時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

こ当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出書E)|=記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、

チェック欄

′

る法人と

当法人との間の資産の腋議時に関して1特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運贈に関して特別の利益を与えないこと、及び
=制

を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職つ偶湘諸若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実‖中l定期間における事業員の僣目のうち特定非営利活動に係る事業費の観の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金綱田p70%以上を囀定非営利躇]腐暉栞費に充てていること

① 申罰郭寺◎ ① ◎項
日
【 ④ ⑮

有 。無 有・ 無宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動
有 。無有。① 有 。無 有 。無 有 ・ 無

有。① 有 。無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動
有 。無 有 。無有 。無 有 。無 有 。無

有 。無 有 。無有 。無 有 。無 有 。無
特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

有。① 有 。無

ロ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申罰事寺

役員の職務の内容、職員に対・する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対・す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

有。① 有。無 有。無 有・無 有 。無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

有。① 有 。無 有 。無 有 。無 有。無 有・無 有。無

与の有無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の利益の供与の有無
有。① 有。無 有。無 有。無 有。無 有 。無 有・無

営利を目的とした事業を行

特定の公職の候補者若しく

有無

う者及びイの活動を行う者又は

は公職にある者に対する寄附の 有。① 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) 圃 刺

鮭憲申曰

・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても配載

及び添付する必要があります。その場合、『認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい

て、改めて記載する必要はありません。



法人名 特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は居

所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

同  意

イ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち 10

人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

※いずれも認定基準の対象となるのは、 記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が 20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

海外への しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施 日

す る しない

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

′

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チェック表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添

付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人 日本地雷処理を支援する会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表 )

認定基準等チェック表  (第 8表 )

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

∝重1申D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8鋤

は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規澤割曰出鵬Dに配載した事項について、改め・C耐 る必要はありません。

6 実績判定期間 28条に規定する事業報告書等を同法第 チェック欄

29条の規定により所轄庁に提出していること

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ④ ◎ ①

有 ・ 無 有 征 有 征 有 缶 有 征
有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ガ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7詢|は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

チェック欄

′

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有・ ⑬ 有 」ヨE 有 征 有 缶 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

法人名 特定非催新:l活動法人 日本地雷処理を支援する会 チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法

人は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取り
た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの

口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 a4条等い )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、
罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等鐘2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

定、」壁堕」ヨl=丞二」旦E壁こ望E獲菫コ塑」Ш]E12]巨逝の』担重瞳亡」」i=」亜l聾壁i登墨量量量1望菫2望:L型塾LLl」 1菫艶証:□」菫LI孟塑L■L」塑び
」墜:星!聖l系:コ1堕:國I直:堕翌菫聾菫:屋堕堕壁菫:堅塑!II国 [週:塑!生二塁菫望コ菫

=屋

:菫:土重」ヨ壼巴塑堅丘主墜∃堕塾壺重塾!整:塁正型壁菫L笙塑亜:生!:墜塑奎塁邑と望堕:上!重菫主)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定非増オl偏口法人が認定を取り消された場合又は特顔j認1定特定非営利活動法人が特伊厠定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特

定非営和:活動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその

取消しの日から5年を経過しなし嗜の有無

有。①

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有。①

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に敲 したことにより、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に敲 したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けるこ

とがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有。①

ttrr t( いいえ，
“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

はしくいいえＲ

） 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
は |し

瀞
議

認定、特例認定又は認定の例 間の更新の申請時に、
=L昌E墜1≡』整奎[菫堕塑菫塵日昌菫::L≧二重ヨLL奎量LEL菫」堕□重E盟書

_菫望型旦_並至塁1園塑S」E道堕i堕堕」皇E菫型1菫」区]コ2回l屋ユLら重週」≧量』重菫]堕」國聾盆!垂堡
`奎

』堕]塑正E里重生透1主主登こと__
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

国税に係、る重加算税又は地方税に係る重勁1鳴事金を課された日から3年を経過しない法人 rl, ri″０

り^
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一
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